
私たちは
子どもに寄り添い
みんなの笑顔が
あふれる社会を
目指します。

全国私立保育連盟のご案内

「全国私立保育園連盟基本綱領」
一、われらは、政治、信教、思想の別なく、私立保育事業の団結を強め、民間事業の特性を

　　発揮しつつ、社会的要求の充足に先駆する。

一、われらは、国民とともに児童憲章の普及と実践に努め、保育事業の国民的支持を

　　啓発する。

一、われらは、歴史的伝統を活かしつつ、近代的趨勢に即応する保育事業の安定成長を

　　期する。

一、われらは、社会保障制度の完全実施のため、諸団体と相携えて、社会行動の推進的役割

　　を遂行する。

一、われらは、公立保育所をはじめ、凡ゆる保育事業との理解と協力を昴めつつ児童の

　　健全育成に努める。

一、われらは、すべての乳幼児が等しき保障のもとに教育され、保護される保育事業体系と、

　　行財政制度の実現に努力する。

一、われらは、保育事業を通して、福祉と平和に輝く民主日本の発展につくしつつ、

　　世界の同友とともに「児童の権利宣言」の発揚に　進する。

●データ

〒111-0051 東京都台東区蔵前 4-11-10 全国保育会館
TEL 03-3865-3880╱FAX 03-3865-3879
E-mail：ans@zenshihoren.or.jp
URL：https://www.zenshihoren.or.jp/

●アクセス
　地下鉄都営浅草線「蔵前」駅 A3出口　徒歩３分
　地下鉄都営大江戸線「蔵前」駅 A6出口　徒歩８分
　JR 総武線「浅草橋」駅 東口　徒歩12分

●小史
1955（昭和 30） 東京、名古屋、京都の三都市連絡協議会を開催（名古屋）
1956（昭和 31） 第１回全国民間保育所連絡協議会開催（京都）
  「全国民間保育所連絡ニュース」発行　＊第 5号より「保育通信」に
1957（昭和 32） 第１回経営研究集会（東京） ＊現・全国私立保育研究大会
1958（昭和 33） 全国私立保育園連盟結成（東京）
1969（昭和 44） 社団法人 全国私立保育園連盟 認可（４月）
  社団法人第１回定期総会開催（５月）
1978（昭和 53） 全国保育会館取得（東京都港区元麻布 2-9-13）
1981（昭和 56） 第１回青年会議全国大会開催（東京）
1987（昭和 62） 新全国保育会館へ移転（現所在地）
1998（平成 10） 全私保連ホームページ開設
2011（平成 23） 公益社団法人 全国私立保育園連盟 移行（４月）
2021（令和３） 公益社団法人 全国私立保育連盟 名称変更（４月）
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＊1963(昭和38)年８月４日開催の年次総会で採択、制定時のまま掲載しています。

北海道・東北ブロック
・一般社団法人 札幌市私立保育連盟
・釧路市私立保育園連合会
・帯広私立保育園連絡協議会
・北見地区私立保育連盟
・青森県私立保育協会
・岩手県私立保育連盟
・秋田県保育協議会
・山形県民間立保育協議会

関東ブロック
・茨城県民間保育協議会
・栃木県私立保育連盟
・一般社団法人 群馬県民間保育園・こども園協会
・一般社団法人 埼玉県私立保育園連盟
・千葉県民間保育振興会
・公益社団法人 千葉市民間保育園協議会
・一般社団法人 東京都民間保育園協会
・横浜市私立保育連盟
・一般社団法人 静岡県保育連合会

東海・北陸ブロック
・富山県私立保育連盟
・一般社団法人 石川県私立保育連盟
・福井県保育同友会
・一般社団法人 
   岐阜県民間保育園・認定こども園連盟
・公益社団法人 名古屋民間保育園連盟
・一般社団法人 愛知県私立保育園連盟
・三重県私立保育連盟

近畿ブロック
・滋賀県私立保育園連盟
・公益社団法人 京都市保育園連盟
・京都府民間保育園協会
・一般社団法人 大阪市私立保育連盟
・公益社団法人 神戸市私立保育園連盟
・公益社団法人 兵庫県保育協会
・一般社団法人 姫路市保育協会
・一般社団法人 西宮市私立保育協会
・奈良県民間保育園連盟
・和歌山市民間保育協会

中国・四国ブロック
・鳥取県子ども家庭育み協会
・島根県私立保育連盟
・岡山県私立保育連盟
・一般社団法人 広島市私立保育協会
・広島県私立保育連盟
・徳島県私立保育園連盟
・高知県保育所経営管理協議会

九州ブロック
・公益社団法人 北九州市私立保育連盟
・一般社団法人 福岡市保育協会
・公益社団法人 福岡県保育協会
・一般社団法人 長崎県保育協会
・一般社団法人 熊本県保育協会
・一般社団法人 熊本市保育園連盟
・大分県私立保育連盟
・一般社団法人 宮崎県保育連盟連合会
・社会福祉法人 鹿児島県保育連合会
・一般社団法人 鹿児島市保育園協会
・一般社団法人 沖縄県私立保育園連盟

＊各地域組織の事務局の所在地等は、全私保連HPをご覧ください。

地域組織

公益社団法人 全国私立保育連盟 機構図
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●公益法人としての社会的使命

　全私保連が展開する「保育運動」「制度向上運動」「予算対策運動」が目指すのは、「子どもの最善の利益を実現」
することであり、乳幼児期の保育（養護と教育）の向上に寄与することに他なりません。この取り組みは、公益社
団法人としての社会的使命です。
　国が掲げる「こどもまんなか社会」の実現を目指すとともに、「児童虐待の防止に向けた組織的な取り組みの強化」
「保育の質向上に向けた取り組み」「保育者の働き方改革」を推進します。

●研修活動事業

　子どもたちの豊かな育ちと保育の質向上、また保育制度・保育施設運営の充実のために、年間を通して研修を実
施しています。さらに、対面研修、WEB 研修、ハイブリッド型研修等、研修の目的に応じた多様な研修形態を模索し、
さらなる充実を目指します。
・各園の実践研究も交えながら研鑽を積み重ねる、全国私立保育研究大会、保育総合研修会、保育実践セミナー、
園長セミナー、園内研修コーディネーター育成講座を開催。
・カウンセリング理論と技法を活かし、カウンセリングマインドを持った保育者を養成する、保育カウンセラー養
成講座を開催。

●調査活動事業

　保育現場における課題や要望に関して、保育関係者や保護者、行政等の多面的な視点から調査研究を実施してい
ます。そこで得られた結果や考察は、保育関係者、自治体、大学などの研究機関にも公表し、保育界のみならず社
会全体における子育て力（保育）の向上につなげます。また、「保育運動」「制度向上運動」「予算対策運動」の３
本柱を支える調査活動を行い、よりよい保育実践の構築、保育者が働き続けられる職場環境を創造するための支え
とします。

●研究事業

　保育・子育て総合研究機構では、保育実践と保育制度を車の両輪と捉え、「制度が実践を支え、実践が制度をブラッ
シュアップする仕組み」を構築し、国内外の保育実践（事業）の発展と児童福祉の向上に寄与するために、「調査研究」
を委託し研究を進めます。さらに、地球規模での保育の動向や OECD（経済協力開発機構）等の国際機関の情報を
収集し、それをもとに研究者等に「調査研究」を委託することによって、「子どもの権利条約」を基本に据えた保
育と子育ての向上に努めます。

●保育制度の向上・予算対策活動事業

　保育制度の充実、最低基準の改善、保護者の負担軽減等を図るために、国や自治体をはじめ広く国民全体に向け
た運動を展開し、子どもたちの育ちを守り、子育てに喜びを持てる「こどもまんなか社会」の実現を目指します。その
ために国への働きかけや政策提言を行います。
　今、子どもの出生数が急激に減少している問題は、人口減少地域だけでなく、日本全体の課題です。都市部と人
口減少地域のそれぞれ特有の問題を考え意見交換しながら、よりよい社会環境づくりを目指します。

●全私保連運動の推進事業

　これまで私たちは、第１次子どもと家庭にやさしい環境づくり運動（1992～1994年）、
第２次子どもと家庭にやさしい環境づくり運動（1995～1997年）、21世紀を担う子育て環
境づくり運動（2001～2003年）、子育てルネッサンス運動（2005～2007年）、子育てルネッ
サンス運動Ⅱ（2008～2011年３月）、子どもの育ちを支える運動（2011年４月～2021年３月）
を展開し、「すべての子どもを、すべての大人で支えていく社会」の実現を目指してきま
した。また、「保育リボン」を作成し、子どもの心の育ちの大切さをアピールしてきました。
　2021年４月からは、「新しい時代は子どもから」をテーマに全私保連運動がスタートし
ました。「すべての子どもを、すべての大人で支えていく社会」の実現を目指し続けます。

●広報活動事業

　保育の質・内容の向上や保育制度の改善等につなげるために、保育に関する情報提供や子育ての提案を行うとと
もに、会員、社会全般の不特定多数の方々に対して、有益な情報を迅速に発信します。
・広報誌「保育通信」は、会員、行政、大学、個人等にも配布し、情報提供を行います。
　＊年 12 回＋臨時増刊号等を発行。
・HP あおむし通信（SNS も含む）は、子ども自身と子どもを取り巻く社会の現状を、そして子どもの育ちを支える
さまざまな公益活動を社会全般に即時性をもって発信します。
　＊https://www.zenshihoren.or.jp/

●会員向けサービス・安全管理等の活動事業

　保育の現場が求めるニーズを適切に把握し、保育園・こども園、園児、職員、保護者等を対象に、安全管理を促
進する保険の策定・改定、普及を行います。また、ウイルス感染対応など、時代に即応する追加改定も行います。
・保育園・こども園の事故防止策の一環として、保険会社や弁護士事務所と連携して安全教育・危機管理教育を推
進し、事故防止の徹底を図ります。
・園内で起きた事故やトラブルなどを弁護士に無料相談できる「ほいくリーガルサービス」の利用促進を図ります。
・リスクマネジメントに対する意識向上を目的とした危機管理研修を開催します。

●青年会議活動事業

　次世代を担う「若手保育者・経営者の育成」に、組織として取り組むことが求められて
います。研修事業や保育士養成校との連携等により、次世代を担う保育者の育成に努めます。
　「青年らしい自由と共助の精神」を掲げ発足し、子どもとともにある青年会議（Youth 
Conference with Children）は、時代を担う力を結集し全国大会・特別セミナー等を開催し
ます。

公益社団法人

全国私立保育連盟の活動内容
　全国私立保育連盟は、全国の私立の認可保育園・こども園が、子どもたちの幸
せと健やかな育ちを願って結成した団体です。全国の会員園が連帯・協力して、
それぞれの地域における保育ニーズや保育をとりまく状況を把握し、「保育制度・
保育内容の充実」「すべての子育て家庭への支援」「児童福祉の発展」のために、
常に前向きな取り組みを展開しています。
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進する保険の策定・改定、普及を行います。また、ウイルス感染対応など、時代に即応する追加改定も行います。
・保育園・こども園の事故防止策の一環として、保険会社や弁護士事務所と連携して安全教育・危機管理教育を推
進し、事故防止の徹底を図ります。
・園内で起きた事故やトラブルなどを弁護士に無料相談できる「ほいくリーガルサービス」の利用促進を図ります。
・リスクマネジメントに対する意識向上を目的とした危機管理研修を開催します。

●青年会議活動事業

　次世代を担う「若手保育者・経営者の育成」に、組織として取り組むことが求められて
います。研修事業や保育士養成校との連携等により、次世代を担う保育者の育成に努めます。
　「青年らしい自由と共助の精神」を掲げ発足し、子どもとともにある青年会議（Youth 
Conference with Children）は、時代を担う力を結集し全国大会・特別セミナー等を開催し
ます。

公益社団法人

全国私立保育連盟の活動内容
　全国私立保育連盟は、全国の私立の認可保育園・こども園が、子どもたちの幸
せと健やかな育ちを願って結成した団体です。全国の会員園が連帯・協力して、
それぞれの地域における保育ニーズや保育をとりまく状況を把握し、「保育制度・
保育内容の充実」「すべての子育て家庭への支援」「児童福祉の発展」のために、
常に前向きな取り組みを展開しています。



●公益法人としての社会的使命

　全私保連が展開する「保育運動」「制度向上運動」「予算対策運動」が目指すのは、「子どもの最善の利益を実現」
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「保育の質向上に向けた取り組み」「保育者の働き方改革」を推進します。
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会全体における子育て力（保育）の向上につなげます。また、「保育運動」「制度向上運動」「予算対策運動」の３
本柱を支える調査活動を行い、よりよい保育実践の構築、保育者が働き続けられる職場環境を創造するための支え
とします。

●研究事業

　保育・子育て総合研究機構では、保育実践と保育制度を車の両輪と捉え、「制度が実践を支え、実践が制度をブラッ
シュアップする仕組み」を構築し、国内外の保育実践（事業）の発展と児童福祉の向上に寄与するために、「調査研究」
を委託し研究を進めます。さらに、地球規模での保育の動向や OECD（経済協力開発機構）等の国際機関の情報を
収集し、それをもとに研究者等に「調査研究」を委託することによって、「子どもの権利条約」を基本に据えた保
育と子育ての向上に努めます。

●保育制度の向上・予算対策活動事業

　保育制度の充実、最低基準の改善、保護者の負担軽減等を図るために、国や自治体をはじめ広く国民全体に向け
た運動を展開し、子どもたちの育ちを守り、子育てに喜びを持てる「こどもまんなか社会」の実現を目指します。その
ために国への働きかけや政策提言を行います。
　今、子どもの出生数が急激に減少している問題は、人口減少地域だけでなく、日本全体の課題です。都市部と人
口減少地域のそれぞれ特有の問題を考え意見交換しながら、よりよい社会環境づくりを目指します。

●全私保連運動の推進事業

　これまで私たちは、第１次子どもと家庭にやさしい環境づくり運動（1992～1994年）、
第２次子どもと家庭にやさしい環境づくり運動（1995～1997年）、21世紀を担う子育て環
境づくり運動（2001～2003年）、子育てルネッサンス運動（2005～2007年）、子育てルネッ
サンス運動Ⅱ（2008～2011年３月）、子どもの育ちを支える運動（2011年４月～2021年３月）
を展開し、「すべての子どもを、すべての大人で支えていく社会」の実現を目指してきま
した。また、「保育リボン」を作成し、子どもの心の育ちの大切さをアピールしてきました。
　2021年４月からは、「新しい時代は子どもから」をテーマに全私保連運動がスタートし
ました。「すべての子どもを、すべての大人で支えていく社会」の実現を目指し続けます。

●広報活動事業

　保育の質・内容の向上や保育制度の改善等につなげるために、保育に関する情報提供や子育ての提案を行うとと
もに、会員、社会全般の不特定多数の方々に対して、有益な情報を迅速に発信します。
・広報誌「保育通信」は、会員、行政、大学、個人等にも配布し、情報提供を行います。
　＊年 12 回＋臨時増刊号等を発行。
・HP あおむし通信（SNS も含む）は、子ども自身と子どもを取り巻く社会の現状を、そして子どもの育ちを支える
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私たちは
子どもに寄り添い
みんなの笑顔が
あふれる社会を
目指します。

全国私立保育連盟のご案内

「全国私立保育園連盟基本綱領」
一、われらは、政治、信教、思想の別なく、私立保育事業の団結を強め、民間事業の特性を

　　発揮しつつ、社会的要求の充足に先駆する。

一、われらは、国民とともに児童憲章の普及と実践に努め、保育事業の国民的支持を

　　啓発する。

一、われらは、歴史的伝統を活かしつつ、近代的趨勢に即応する保育事業の安定成長を

　　期する。

一、われらは、社会保障制度の完全実施のため、諸団体と相携えて、社会行動の推進的役割

　　を遂行する。

一、われらは、公立保育所をはじめ、凡ゆる保育事業との理解と協力を昴めつつ児童の

　　健全育成に努める。

一、われらは、すべての乳幼児が等しき保障のもとに教育され、保護される保育事業体系と、

　　行財政制度の実現に努力する。

一、われらは、保育事業を通して、福祉と平和に輝く民主日本の発展につくしつつ、

　　世界の同友とともに「児童の権利宣言」の発揚に　進する。

●データ

〒111-0051 東京都台東区蔵前 4-11-10 全国保育会館
TEL 03-3865-3880╱FAX 03-3865-3879
E-mail：ans@zenshihoren.or.jp
URL：https://www.zenshihoren.or.jp/

●アクセス
　地下鉄都営浅草線「蔵前」駅 A3出口　徒歩３分
　地下鉄都営大江戸線「蔵前」駅 A6出口　徒歩８分
　JR 総武線「浅草橋」駅 東口　徒歩12分

●小史
1955（昭和 30） 東京、名古屋、京都の三都市連絡協議会を開催（名古屋）
1956（昭和 31） 第１回全国民間保育所連絡協議会開催（京都）
  「全国民間保育所連絡ニュース」発行　＊第 5号より「保育通信」に
1957（昭和 32） 第１回経営研究集会（東京） ＊現・全国私立保育研究大会
1958（昭和 33） 全国私立保育園連盟結成（東京）
1969（昭和 44） 社団法人 全国私立保育園連盟 認可（４月）
  社団法人第１回定期総会開催（５月）
1978（昭和 53） 全国保育会館取得（東京都港区元麻布 2-9-13）
1981（昭和 56） 第１回青年会議全国大会開催（東京）
1987（昭和 62） 新全国保育会館へ移転（現所在地）
1998（平成 10） 全私保連ホームページ開設
2011（平成 23） 公益社団法人 全国私立保育園連盟 移行（４月）
2021（令和３） 公益社団法人 全国私立保育連盟 名称変更（４月）

デザイン 有限会社タモン
印刷　　 株式会社光陽メディア
© Koekisyadanhojin Zenkokushiritsuhoikurenmei 2023 Printed in Japan
202309-03-2000

写真提供
栃木・小俣幼児生活団
千葉・小金西グレースこども園
岐阜・かみいしづこどもの森

＊1963(昭和38)年８月４日開催の年次総会で採択、制定時のまま掲載しています。

北海道・東北ブロック
・一般社団法人 札幌市私立保育連盟
・釧路市私立保育園連合会
・帯広私立保育園連絡協議会
・北見地区私立保育連盟
・青森県私立保育協会
・岩手県私立保育連盟
・秋田県保育協議会
・山形県民間立保育協議会

関東ブロック
・茨城県民間保育協議会
・栃木県私立保育連盟
・一般社団法人 群馬県民間保育園・こども園協会
・一般社団法人 埼玉県私立保育園連盟
・千葉県民間保育振興会
・公益社団法人 千葉市民間保育園協議会
・一般社団法人 東京都民間保育園協会
・横浜市私立保育連盟
・一般社団法人 静岡県保育連合会

東海・北陸ブロック
・富山県私立保育連盟
・一般社団法人 石川県私立保育連盟
・福井県保育同友会
・一般社団法人 
   岐阜県民間保育園・認定こども園連盟
・公益社団法人 名古屋民間保育園連盟
・一般社団法人 愛知県私立保育園連盟
・三重県私立保育連盟

近畿ブロック
・滋賀県私立保育園連盟
・公益社団法人 京都市保育園連盟
・京都府民間保育園協会
・一般社団法人 大阪市私立保育連盟
・公益社団法人 神戸市私立保育園連盟
・公益社団法人 兵庫県保育協会
・一般社団法人 姫路市保育協会
・一般社団法人 西宮市私立保育協会
・奈良県民間保育園連盟
・和歌山市民間保育協会

中国・四国ブロック
・鳥取県子ども家庭育み協会
・島根県私立保育連盟
・岡山県私立保育連盟
・一般社団法人 広島市私立保育協会
・広島県私立保育連盟
・徳島県私立保育園連盟
・高知県保育所経営管理協議会

九州ブロック
・公益社団法人 北九州市私立保育連盟
・一般社団法人 福岡市保育協会
・公益社団法人 福岡県保育協会
・一般社団法人 長崎県保育協会
・一般社団法人 熊本県保育協会
・一般社団法人 熊本市保育園連盟
・大分県私立保育連盟
・一般社団法人 宮崎県保育連盟連合会
・社会福祉法人 鹿児島県保育連合会
・一般社団法人 鹿児島市保育園協会
・一般社団法人 沖縄県私立保育園連盟

＊各地域組織の事務局の所在地等は、全私保連HPをご覧ください。

地域組織

公益社団法人 全国私立保育連盟 機構図
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岐阜・かみいしづこどもの森

＊1963(昭和38)年８月４日開催の年次総会で採択、制定時のまま掲載しています。

北海道・東北ブロック
・一般社団法人 札幌市私立保育連盟
・釧路市私立保育園連合会
・帯広私立保育園連絡協議会
・北見地区私立保育連盟
・青森県私立保育協会
・岩手県私立保育連盟
・秋田県保育協議会
・山形県民間立保育協議会

関東ブロック
・茨城県民間保育協議会
・栃木県私立保育連盟
・一般社団法人 群馬県民間保育園・こども園協会
・一般社団法人 埼玉県私立保育園連盟
・千葉県民間保育振興会
・公益社団法人 千葉市民間保育園協議会
・一般社団法人 東京都民間保育園協会
・横浜市私立保育連盟
・一般社団法人 静岡県保育連合会

東海・北陸ブロック
・富山県私立保育連盟
・一般社団法人 石川県私立保育連盟
・福井県保育同友会
・一般社団法人 
   岐阜県民間保育園・認定こども園連盟
・公益社団法人 名古屋民間保育園連盟
・一般社団法人 愛知県私立保育園連盟
・三重県私立保育連盟

近畿ブロック
・滋賀県私立保育園連盟
・公益社団法人 京都市保育園連盟
・京都府民間保育園協会
・一般社団法人 大阪市私立保育連盟
・公益社団法人 神戸市私立保育園連盟
・公益社団法人 兵庫県保育協会
・一般社団法人 姫路市保育協会
・一般社団法人 西宮市私立保育協会
・奈良県民間保育園連盟
・和歌山市民間保育協会

中国・四国ブロック
・鳥取県子ども家庭育み協会
・島根県私立保育連盟
・岡山県私立保育連盟
・一般社団法人 広島市私立保育協会
・広島県私立保育連盟
・徳島県私立保育園連盟
・高知県保育所経営管理協議会

九州ブロック
・公益社団法人 北九州市私立保育連盟
・一般社団法人 福岡市保育協会
・公益社団法人 福岡県保育協会
・一般社団法人 長崎県保育協会
・一般社団法人 熊本県保育協会
・一般社団法人 熊本市保育園連盟
・大分県私立保育連盟
・一般社団法人 宮崎県保育連盟連合会
・社会福祉法人 鹿児島県保育連合会
・一般社団法人 鹿児島市保育園協会
・一般社団法人 沖縄県私立保育園連盟

＊各地域組織の事務局の所在地等は、全私保連HPをご覧ください。

地域組織

公益社団法人 全国私立保育連盟 機構図

社員総会

理事会

役員銓衝委員会

顧問・参与会議

代表者会議

ブロック会議

保育・子育て総合研究機構
・研究企画委員会
・国際委員会

全国私立保育研究大会企画運営会議

青年会議

経営相談室

保育会館運営管理委員会

資産運用管理委員会

組織検討委員会

予算対策会議

保育制度検討会
・単価検討部会

保育運動推進会議

監事

常任理事会

事務局会議
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